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踏まえた研究になっているものと思われるが、５年、10年の単位でみた場合過去の研究成果が現在に生かされることな

く、研究開発成果の在庫がバラバラの孤立した結果に終わることになっていないだろうか。日進月歩で進化する技術的

課題に対処し、中小企業の期待に応えるために、独自の評価技術の開発、技術シートの整備に繋げるようにしなければ

ならないが、そのためには個々の技術者の能力を管理・開発し蓄積された研究成果を有効に活用する組織的な仕組みを

作らなければならない。中期事業指針懇談会のメンバーから出ていた意見、即ちナレッジマネジメントを含め、長期的

視野に立った組織的・継続的な取り組みが求められる。

第３ 京都府織物・機械金属振興センター

１ 概要

1.1.設立目的・根拠条例等

京都府織物・機械金属振興センター（以下「織金センター」という。）は京都府組織規程第91条により設置されてお

り、染織業、機械金属業等の振興発展を図ることを目的として、以下の業務を行うこととされている。

① 染織業、機械金属業等に関する技術の調査、試験、研究、分析、測定および検査に関すること

② 意匠の改善および試作に関すること

③ 染織業、機械金属業等の技術相談、支援および普及に関すること

④ 染織業、機械金属業等の管理者および技術者の研修に関すること

⑤ その他染織業、機械金属業等の振興発展に関すること

1.2.沿革

明治38年 京都府織物試験場の設置が決定

明治39年 中郡吉原村(現京丹後市峰山町)に建物完成、業務開始

明治40年 開場式を挙行

昭和 2年 奥丹後大震災により建物全壊

昭和 3年 建物および機械・設備の復興完了、業務再開

昭和31年 与謝郡野田川町(現与謝野町)に技術員駐在所を開設

昭和41年 振興課、技術課に加え、新たに経営指導課を設置、総合研究指導機関として体制整備

昭和43年 庁舎を峰山町(現京丹後市峰山町)丹波に改築移転

組織を技術課(技術指導係、試験研究係)、経営課(総務係、経営指導係)の2課4係制に変更

昭和47年 名称を京都府織物指導所に変更

技術員駐在所を廃止し、加悦谷分室を設置

技術課の係制を廃止し、主任研究員制へ変更

染色実験棟竣工

昭和50年 丹後機業振興対策室を経営課に統合

昭和52年 加悦谷分室を加悦町(現与謝野町)算所に改築移転

平成12年 新たに機械金属試験室を整備し、名称を京都府織物・機械金属振興センターに変更

組織を経営課、織物課、機械金属課、加悦谷分室の３課１分室制へ変更

平成17年 加悦谷分室の機能を全て本所へ統合し、組織を経営室、織物室、機械金属室の３室制へ変更

平成20年 組織を企画連携課、技術支援課の２課制へ変更

経営支援業務を財団法人京都産業21北部支援センターへ移管

庁舎を「丹後・知恵のものづくりパーク」へ移転
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1.3.組織

(織金センターの ��� サイトより抜粋)

1.4.施設の概要と所在地

所 在 地 京丹後市峰山町荒山225番地（丹後・知恵のものづくりパーク内）

建 物 4,183.51㎡（延床面積）

Ａ棟 1,322.03㎡

Ｂ棟 2,582.65㎡

付属建物 278.83㎡（物置、倉庫、車庫等）

1.5.主な業務内容

1.5.1.産業活性化支援対策

①丹後産業振興対策の推進

丹後産業の振興のためのビジョンや計画で示された提言や対策について、内外の環境の変化を考慮しつつ、業界およ

び支援機関、自治体等がそれぞれの役割と機能に応じて分担、連携し、効率的かつ効果的に施策を展開していくことが

必要である。このため、新京都府総合計画、京都産業活性化プラン、丹後活動プラン等に基づき、平成20年10月にオー

プンした「丹後・知恵のものづくりパーク」の整備を契機として機能の充実を図り、丹後織物産地が素材生産・和装品

生産中心の産業構造から、洋装部門も含めたあらゆる市場ニーズに応える素材づくりをベースとした総合ファッション

産地への転換を促進

また、機械金属業界においては、ハイテク化、多角化を推進し、業界内ネットワークづくりを促進しつつ、加工技術

の高度化および付加価値の高いユニット部品、完成品の生産が可能な総合産地化を推進
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②産業支援センターとして経営・技術のトータルサポートの推進
技術支援を行うセンターと、経営支援を行う財団法人京都産業21北部支援センターが一体となって「京都府産業支援
センター」として、中小企業を経営・技術の両面からトータルでサポートし、顧客視点での迅速・柔軟かつ効果的サー
ビスを提供
③創業・ベンチャー支援、新産業の育成
○経営革新・新産業の育成
産業活性化に向け、中小企業新事業活動促進法や中小企業地域資源活用促進法、京都府中小企業応援条例等の活用
を促進し、中小企業の様々な分野での経営革新や地域資源を活用した新商品開発、異なる分野の企業が連携し、相互
の強みを活かした新たな事業活動等を積極的に支援
○創業・新産業の育成
財団法人京都産業21をはじめ地域ビジネスサポートセンターなどの新事業支援機関等と緊密に連携し、創業や新産
業の育成等の支援事業を効果的に実施
④産地組合、団体との連携、支援
○丹後織物工業組合との連携、支援
厳しい環境におかれている丹後織物産地において、役割の極めて大きい丹後織物工業組合が行う白生地などの新商
品開発や、販路の拡大、総合産地化の推進等を目的とした「丹後織物求評会」をはじめ、情報の収集・提供事業、各
種展示会への出展、丹後ちりめんの �� を図るための事業等を支援
また、京都府伝統と文化のものづくり産業振興条例に基づき丹後ちりめんが「京もの指定工芸品」の指定を受け、
技術の継承や人材育成、全国に向けて総合的な情報発信等が進められるように支援
○丹後機械工業協同組合等組合・団体との連携、支援
丹後機械工業協同組合が行う企業活動の活性化に向けた支援を行うとともに、中小企業団体中央会と連携して、協
同組合等の組織化の促進や既存組合の運営、活性化への助言等を行う
○財団法人丹後地域産業振興基金協会との連携、支援
財団法人丹後地域産業振興基金協会が実施する産地組合や企業グループ等が取り組む新商品開発やイベント等に助
成を行う丹後産地活性化推進事業を支援
○市町、商工会等との連携、支援
地元の市町・産地組合・各種団体等が取り組むものづくり産業の振興事業等を支援

⑤産業の活性化事業
○匠の公共事業
丹後ちりめんや丹後藤布など京都の和装・伝統産業は、日本の文化を支え、世界に誇りうる府民共有の財産である
ことから、京都府伝統と文化のものづくり産業振興条例に基づき、和装・伝統産業の基盤づくり（新たなものづくり
の推進、人材育成・技術継承、需要基盤形成のための普及啓発）を積極的に推進
○丹後輝くええもん工房推進事業
丹後地域の工房・工場等を対象に、「消費者との接点拡大による顔の見えるものづくり」を目指して、「ええもん工
房」づくりを推進し、企業の意識改革と経営力の向上を図るとともに、丹後管内にある多種多様なものづくり企業を
連携させることで、丹後全体のものづくり産業の活性化を促進
⑥情報の収集・提供
○メールマガジン、インターネットホームページの発行
電子メールを利用したメールマガジンやインターネットホームページを利用して丹後産地の情報、技術情報などを
タイムリーに発信するとともに、京都府北部産地内外との情報交流に努める
○資料の整備・拡充
丹後産地はもとより室町・西陣等の織物業界の業況や北部地域の機械金属業界の業況など、幅広い情報や資料の収
集に努める
⑦人材育成
次代を担う丹後の織物業等の若手経営者および後継者を対象に、講演会、セミナー等を開催
⑧「丹後・知恵のものづくりパーク」の有効活用
北部地域のものづくり人材の育成や新たな産業興しと中小企業の総合支援を行う拠点施設としてオープンした「丹
後・知恵のものづくりパーク」において、企業ニーズに即した効果的な人材育成研修を実施するとともに、財団法人京
都産業21北部支援センターが整備した機器についても、企業との共同研究や依頼試験等で利活用を図るなど施設の有効
活用を推進する

1.5.2.丹後産地の技術振興対策
①技術開発の促進
○新技術の研究開発
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丹後産地が繊維製品の総合産地を目指して新しい展開を図るために必要な、①新規・新用途織物の試作開発、②新
技術の研究開発、③製品の品質向上に関する研究、④生産加工工程の合理化研究、⑤新しい加工技術等の研究開発、
⑥先端技術を応用した産地技術の高度化のための研究を行う
また、金属加工や機械加工関連技術等に関する最近の技術について研究し、技術の活用普及を促進することにより
北部地域機械金属業界の技術振興を図る
○丹後織物ルネッサンス事業
丹後地域の基幹産業であり、和装文化の伝統を守る上でも重要な位置を占める丹後織物産地の発展を図るため、地
域に蓄積した高度な技術を活用した新商品開発および販路開拓を実施
○研究開発企業の育成
助成制度や顕彰制度を通じて新技術等の研究開発に取り組む企業を支援
○産学公連携促進のコーディネート
機械金属関連企業と京都工芸繊維大学およびセンターの産学公連携により、微細加工技術、新素材（マグネシウム、
チタン合金等）加工技術を重点に、工繊大丹後塾を通じた技術者の育成や大学の知的シーズを活用した新技術開発研
究のコーディネートを行う
②技術支援の強化
○技術相談支援・企業訪問
織物の品質向上や生産技術の高度化、新規・新用途織物の開発、染色加工など生産加工の多様化技術、染織デザイ
ンなど織物製造工程並びに精錬染色加工工程全般にわたる技術的問題について相談並びに現場支援を行う
○巡回技術支援
北部地域の織物業・機械金属業（関連業を含む）を巡回し、生産現場における実態に即応して、個々の企業が当面
する技術的問題の改善と技術水準の向上を図るため、外部から招へいする専門技術者と職員でチームを編成して、現
場における技術的諸問題の解明のための助言を行う
○巡回工作精度測定
企業の生産現場において工作機械の精度は品質管理の重要な要素であり、職員が現場に出張して工作機械の精度測
定検査を実施
○依頼試験
産地企業等の依頼に応じて、織物設計分解、繊維・糸・織物の化学的・物理的試験、染色堅ろう度試験、機器分析、
および金属材料の物理的試験、機械加工部品の寸法・形状の精密測定等の試験・分析・測定を実施
○機器貸付および貸出
企業における品質管理、新製品開発のため、企業技術者が直接センター等設置の機器を利用して、試験測定を行う
○環境・食品分野への支援
化学、薬学系技術を通じた地域に根ざした食品業界、環境分野等への支援の拡大を図る
○技術講習会、研究会の開催
試験・研究・試作等による成果の普及および技術向上のために必要な講演・講習会、研究発表会、研究会などを開
催
金属加工や機械加工技術に関する最近の技術についての講習会、研究会を開催し技術の普及に努める
○先染織物生産技術の強化
先染織物の生産技術の変化に対応するため、帯地等を効率よく製織するための新しい技術の紹介や講習会を実施
○丹後テキスタイル・テクノ
丹後産地の織機調整技能士で構成する研究会を開催し、人材育成、生産技術力の向上を図る
○繊維シンポジウム
新しい繊維、繊維加工技術、繊維製品の品質・性能など丹後織物産地活性化に向けたシンポジウムの開催
○工場排水処理技術支援
精練・染色業者の排水処理施設管理技術の向上を図るため必要な技術支援を行う
○省エネルギー技術支援
企業の省エネルギーに対する意識を高揚し、省エネルギー技術を向上させるため、熱利用電力利用合理化に必要な
講演・講習会等を実施
○産地研究団体の支援・育成
丹後産地の織物業者および染色業者等で組織する丹織技術研究会、丹後デザイン塾、丹後染色協会、丹後デジタル
ものづくり研究会、丹後染織デザイン研究会、丹後��研究会、丹後地域精錬染色公害防止連絡会、機械金属業界に
おける丹機強生会等の事業を積極的に支援
③技術者の養成
○機械金属関係人材育成事業
北部地域のものづくり産業の一層の成長と次世代の産業振興を進めるため、財団法人京都産業21北部支援センター
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との連携のもと、地域の企業ニーズに即したものづくり技術者の育成とその高度化など、人材育成のための各種技術
研修を実施
○織物関係人材育成事業
財団法人京都産業21北部支援センターとの連携のもと、織物業者の後継者、現場技術者を対象に、生産技術伝承と
新技術習得のための講習会を行う
○研究生の受け入れ指導
織物技術、機械加工技術、金属材料技術等特定事項について、研究を希望する者を若干名受け入れ指導する

④技術情報の収集・提供
○織物商品化情報の収集・提供
新規・新用途織物の開発を支援するため、国内外の新しい織物裂地を収集・整備して、テキスタイルデザインルー
ムの拡充を図る
○デザイン情報の提供
紋織・染織図案、ファッション専門誌等を収集・整備し閲覧に供するなど新商品開発・情報力を強化
○技術情報資料の配布
研究報告書・技術支援用資料を作成し、関係機関並びに業界に配布する
○機械金属加工技術データファイル
財団法人機械振興協会技術研究所の所有する加工技術のデータファイルの加工事例を活用することにより、生産現
場における加工精度、効率、コスト、トラブルなどの改善のための情報提供を行う
○特許電子図書館などを利用した特許検索
特許庁がインターネット上に開設している、特許電子図書館などを活用して特許情報を調査することにより、技術
的な傾向、レベルの把握を行うとともに、情報提供に努める

1.6.収支の状況
最近５年間の収支状況の推移は、以下のとおりである（人件費を除く）。

【表2.6】収支状況の推移
（単位：千円）
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２ 収入事務
2.1.依頼試験・機器貸付の状況
織金センターにおいても、中技センと同様の事務手続により、手数料等の収入事務が行われている。
事務手続フローが適切に実施されているかについて、平成20年度の申込案件からサンプリングで抽出して書類の照合
を行った。その結果、サンプリングした全ての案件の申込書や承諾書、依頼試験について試験結果（成績書）は整備さ
れていて問題となる事項はなかった。また手数料も正しく徴収されていた。以上より、適切な事務を織金センターは行
っていた、といえる。

2.2.手数料について
織金センターにおいても、中技センと同様の方法により人件費を含まずに手数料が設定されている。
中技センで記述したことと同様に、織金センターにおいても、まず依頼試験を行うためにいくらの人件費を負担して
いるのかの管理が重要と考える。次に織金センターが負担する人件費が許容される範囲かどうかを検討する必要がある。
条例・規則を改正するとともに減免等の特例措置を新たに設ける必要があるが、手数料の計算方法は改訂し、手数料の
上昇分は特例で減じるというプロセスを経て経済環境に対応していくというやり方が論理的であり、現実との整合性も
確保されると考えられる。

３ 支出事務
3.1.契約事務の推移
織金センターにおける契約事務の過去３年間の推移は、以下のとおりである。

【表3.1】織金センターにおける契約事務の推移
（金額単位：円）

※１ 京都府会計規則第161条の２第１項第６号
※２ 同規則第161条の２第１項第１号
※３ 同規則第163条第１項第３号
※４ 同規則第163条第２項第４号
※５ 製品開発委託は地元の業者への試作品等の制作を依頼するものであり、１件当たり６万円前後の合計金額である。
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3.2.随意契約の方法を採用した契約
平成20年度における織金センターの契約事務のうち、一般競争入札の方法によっていたものは１件であり、他は随意
契約の方法によっていた。このような実態を踏まえ、随意契約の方法によっていたものについて、正しく規定どおり適
用しているかどうかについて検討した。
中技センで述べたとおり、随意契約の方法による場合には、規定に基づかなければならないが、すべての随意契約に
ついて京都府会計規則第162条の２第１項各号に規定する金額要件を充たしており、特に問題はなかった。

3.3.予定価格と契約価格の一致
平成20年度における織金センターの契約事務で随意契約の方法によったもののうち、予定価格と契約価格が一致して
いたものが、４件あった。このうち２件は、複数の見積りの結果一致したもの、特殊な製品開発委託契約であるもの、
であり、この２件を除いた残りの２件は、予定価格を定める際に参考徴取した仮見積書を相手業者に確認したうえで本
見積書として流用し、結果、予定価格と契約価格が一致するに至っていたものであった。
この点については、中技センで詳しく述べているとおり、予定価格の設定にあたって、参考見積書を徴取すること自
体は問題ないが、相手方が１人に限られる場合においてまで、その参考見積書の金額に変更がないかを口頭により確認
し、正式な見積書に流用することは、制度の趣旨に沿わないものと考える。業者との馴れ合いの可能性があれば、自ら
その可能性を潰してしまうくらいの対応が必要であろう。

3.4.見積書が１件しかないものについて
平成20年度における織金センターの契約事務で随意契約の方法によったもののうち、見積書を１社の業者からしか徴
取していなかったものが２件あった。このうち機械警備契約の１件については、事業年度途中での織金センターの移転
計画があり、契約期間の融通のきく前年度に契約した業者と契約したものであるため、合理性のある理由に基づくもの
であった。よって、残りの１件について検証する。
この契約について、織金センターは、「仕様を決める企画段階から専門業者の意見を聞きながら複数の関係機関と調
整して事業を進める必要があったため、共催関係機関との調整会議等にも必ず出席できて、同種同規模の事業を実施し
た実績のある地元企業を選定した。」つまり、「契約の相手方が特定人に限定されるとき。」（京都府会計規則第163条第
１項第３号）に該当するので、唯一と考えるこの業者のみから見積書を徴したとのことである。
確かに、説明を聞けば、このように特殊な契約で、さらに仕様が決まっていない段階では、有効な見積書を徴取する
ことは難しいだろうし、上記条項にも該当するものと考えられる。であるなら、こういった事情、経緯についても書面
で残しておくべきである。このような例外的な条項を適用する場合には、適用するに至った事情、解釈をしっかり書面
にしておき、法令順守の責任を果たしたことを記録すべきである。それが、法令順守の意識を高く持ち続けることにつ
ながるものと考える。

3.5.特殊勤務手当の支給について
織金センターでは、毒劇物取扱作業に従事する職員に、特殊勤務手当を支給している。具体的には、毒劇物を使用し
て行う依頼試験（繊維鑑別等）および研究開発（試料の溶解・分解等）の化学分析作業に従事する職員に対し、作業１
日につき290円を支給するものである。
これについては、「職員の特殊勤務手当に関する条例および職員の特殊勤務手当に関する規則」において規定されて
いるとおりの金額であり、規定上問題は特になかった。

４ 物品管理
4.1.備品等の現物確認
平成21年度備品等登録表により無作為に抽出しリストアップした12種12品目について実査した結果、すべての備品に
つき現物が確認され、添付すべき備品シールが適切に貼付されていた。（【表4.1】織金センター備品照合リスト）また、
現地にて任意に選定した５種５品目につき、備品等登録表への記載の有無を確かめたが、適切に備品等登録表に記載さ
れていた。
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【表4.1】織金センター備品照合リスト

また、京都府物品管理規程第６条第２項に定められている毎年１回以上の現有物品についての点検についても、行わ
れているようであった。すなわち、織金センターの説明によると、「機織生産機器については、月２回の自主点検をす
る一方、精密測定機器についても、職員が使用する都度、正常に作動するか日常的に点検作業を行っています。日常点
検で不具合等を発見した場合には、利用に支障がないよう直ちにメーカー点検を実施しています。また、不具合等が無
くてもメーカーによる定期点検実施後、相当期間経過している場合においては、トレーサビリティの確保と信頼性確保
のため、メーカーによる点検を実施しており、それが概ね３年に１回程度になっています。」とのことであった。また、
点検台帳についても整備されており、記載状況も概ね良好であった。このように府有財産の適正管理の意識は高いよう
であるので、自らが定めたこの管理体制のクオリティを下げることなく、さらに工夫して備品の良好な管理に努力され
たい。

4.2.機器稼働状況
織金センターにおける長期間、稼働していない機器の状況は、以下のとおりである。
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【表4.2】１年以上稼働していない主要機器

このように、主要な機器のうち、１年以上稼働していないものは上記８機器であり、これらはすべて織物に関係する
ものであった。
この指摘に対し、織金センターの説明によると、「当センターの機器については、①地元企業のニーズもなく将来も

使用見込みが無いもの、②修理等も不可能で使用できなくなったもの、③より高度な機器導入で不用となったもの、④
技術継承等のための保存についても必要性が無くなったもの、等の不用機器については処分してきています。ご指摘の
この１年間、試織業務、研究開発、依頼試験で使用することはなかった機器は、稼働実績は減少しても、地元企業から
の依頼試験や試織、新製品研究等で使用する機器であるため、廃棄できないと考えています。」とのことである。確か
に上記のような織金センターの説明も、織物産業を支える公的試験研究機関としての使命を鑑みれば、一定の説得力は
ある。しかし、一方で維持管理には人件費等の費用も費やされていることを思慮する必要がある。この費用対効果につ
いても、よく検討した上のことであるのことであるが、ならばそれを外部に説明できるように、それぞれの機器につい
て網羅的に定期的に検討し、その検討過程と結果を書面で保存した方がよいのではないだろうか。内部の管理への自信
と外部への説明責任とは表裏一体のものと考える。

4.3.毒劇物の管理状況について
毒劇物の管理状況について、担当者立ち会いのもと、現場において確認した。
毒劇物は鍵のかかった薬品庫に保管され、使用の都度作業内容および使用数量が台帳（物品出納整理簿）に記載され
ていた。また、毒劇物の残高は月１回例日を定めて管理されていた。以上より、適切に管理されていると認められた。

4.4.保有機器の一元管理について
丹後・知恵のものづくりパークに設置している機器は、織金センターの所有する機器と財団法人京都産業21が所有す
る機器の２種類に区分される。
織物に関連する機器は織金センターが所有し、機械金属加工機は財団法人京都産業21北部支援センターが所有してい
るとのことである。このように１つの拠点で２つの組織が事業を実施しているため事務手続きが煩雑になっている側面
がある。
たとえば、保有する固定資産に係る償却資産税は、京都府が所有する機器に関しては課税対象にならないが、財団法
人京都産業21が保有する固定資産に関しては償却資産税が課税されることとなる。また、依頼試験手数料に関しても京



55

京 都 府 公 報 号外 第27号 平成22年４月27日 火曜日

都府が保有する機器を利用する場合は、消費税および地方消費税は課税されないが、財団法人京都産業21が保有する機
器を利用する場合にはこれらの課税対象となる等、その主体となる組織について取扱いが異なることは事務手続を煩雑
にし、効率的な事務が実施できない要因の１つとなっている。また、利用者にとっても同様に煩雑な手続きを強いるこ
とになる。
このような事務の不効率が生じているのも、その運営主体が織金センターと財団法人京都産業21と２つに区分されて
いるためである。利用者の利便性かつ事務の効率化という観点からの組織運営のあり方を検討することも今後の課題と
なると考えられる。

4.5.機器利用状況の管理について
織金センターは汎用のスケジュール管理システムを利用して機器利用スケジュール表を機器ごとに作成し管理してい
る。また、織金センターと同じ建物内にある財団法人京都産業21北部支援センターが所有する機器と織金センターの所
有する機器の２種類があるが、同じスケジュールシステムを利用することで一元管理を実施している。一元管理を実施
することで、丹後・知恵のものづくりパークに設置している機器の利用状況が把握でき、よく管理されていた。
このように、機器の利用状況の把握および利用予定表の良好な管理方法があるのであれば、織金センターと同じく商
工労働観光部が所管している中技センに対しても、その情報は共有されるべきであると考えられる。
今後は、管理担当者間、他の情報等についても共有できる体制をシステム化することで、より効率的な運営が可能と
なると考えられ、対応が望まれる。

第４ 財団法人京都産業21
１ 概要
1.1.設立目的・根拠条例等
中小企業支援法第７条により京都府内全域の中小企業支援センターとして京都府から指定を受けている。
産学官の連携のもと、創業や中小企業の技術および経営の革新、新事業の創出など様々な局面における技術開発、人
材育成、市場開拓、資金調達など多様な事業活動を総合的に支援し、もって京都産業の振興に資することを目的として、
以下の事業を行っている。
① 情報技術活用の支援に関する事業
② 技術開発の支援に関する事業
③ 受発注取引のあっせんおよび適正化に関する事業
④ 経営および技術に関わる相談、調査並びに情報の収集および提供に関する事業
⑤ 人材育成の支援に関する事業
⑥ 投資、債務保証並びに資金の貸付および設備の貸与に関する事業
⑦ その他本財団の目的を達成するために必要な事業

1.2.沿革
昭和41年 財団法人京都府下請企業振興協会設立
昭和53年 財団法人京都産業情報センター設立
昭和54年 財団法人京都府下請企業振興協会を財団法人中小企業振興公社に名称変更
平成 3年 財団法人京都産業技術振興財団設立
平成13年 財団法人京都府中小企業振興公社、財団法人京都産業情報センター、財団法人京都産業技術振興財団を統合

し、財団法人京都産業21を設立
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1.3.組織

1.4.施設の概要と所在地
1.4.1.本所
所 在 地 京都市下京区中堂寺南町134(七本松五条下ル 京都リサーチパーク内)

1.4.2.北部支援センター
所 在 地 京都府京丹後市峰山町荒山225番地

（丹後・知恵のものづくりパーク)
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1.4.3.けいはんな支所
所 在 地 京都府相楽郡精華町光台１丁目７

けいはんなプラザラボ棟３階

1.5.主な業務内容
1.5.1.総合相談
①登録専門家等の相談・派遣
○専門家特別相談≪経営関係全般≫
無料、毎週木曜日定期開催
○専門家派遣≪経営・技術各分野≫
有料：企業負担額8,000円＋旅費の１／３

②経営改革機動班
新事業の展開や経営の見直しなど総合的にアドバイスを必要とする場合は、ビジネス・スーパーバイザー、各部担当、
技術スタッフ、専門家等のプロジェクトを編成して企業の取り組もうとしている課題解決の方向を明らかにしていく。
③地域連携拠点の設置
創業、新事業、新商品の展開に意欲を持つ小規模企業への相談・支援を担う応援コーディネーターを配置し、経営革
新計画の樹立等、様々な経営力向上の支援策につなげる。
④ビデオライブラリー≪経営全般≫ 貸出無料

1.5.2.経営課題の解決
①受注・発注先の紹介・あっせん
○受発注取引あっせん
府内中小企業の新規顧客の開拓。製品・技術開発のためのビジネスパートナーの紹介・あっせん
○ �� ���

インターネットを利用した受発注情報の検索システム
②商談会の開催・出展支援
○京都ビジネス交流フェアの開催
府内中小企業の製品・加工物や技術等の展示・紹介、大手メーカーを交えた受発注商談会「ビジネスパートナー交
流会」の他、各種セミナー等を併催した京都最大級のビジネスイベント
○展示会・商談会出展紹介
「機械要素技術展」など東京、大阪で開催される展示会の紹介、出展支援

③下請けかけこみ寺
○各種相談の対応
専門相談員（常勤）が取引に関する様々な相談に応じるとともに、適切なアドバイスを行う。また、専任弁護士に
よる法律相談にも無料で応じている
○ ��	（裁判外紛争解決手続）機関への取次ぎ
取引に係る紛争を迅速・簡便に解決するため、��	 機関（財団法人全国中小企業取引振興協会）へ取り次ぎ、調

停手続を行う
④知的財産戦略支援
府内中小企業に、知的財産専門家（弁理士等）を一定期間集中的に派遣することで、知的財産の出願、保護、活用等
の戦略策定支援、知的財産権に関する他社との契約や自社の体制整備のコンサルティング等を行う
⑤「創援隊」による新製品・新技術の販路開拓
民間企業 
� やベンチャー支援グループなどで構成する応援団（創援隊）が新製品・新技術等の販路開拓を支援
京都・東京で新製品・新技術等のプレゼンテーションと意見交換を行う交流会の開催
⑥設備貸与（リース・割賦）
経営基盤の強化や創業のために新鋭設備を導入する場合、希望の設備を財団が代わって購入して、その設備を長期か
つ低利で割賦販売またはリース
⑦人材の育成・確保対策
○人材研修（人づくり塾）
中小企業の人材育成のため、新入社員、中堅社員・管理者等の階層別研修および事業継承支援研修を開催
○北部地域の人材育成
「丹後・知恵のものづくりパーク」をものづくり人材育成の拠点として、京都府織物・機械金属振興センターや京
丹後市、大学、業界団体等と連携し、基礎レベルから応用レベルまで技術者の技術力・製品開発力等の向上や経営に
関する各種の実技研修やセミナーを開催
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⑧ ��（情報技術）の活用
○中小企業の �� 化支援
�� 専門家のコンサルティング、研修・セミナー等により情報技術人材の育成、スキルアップを支援
○広域連携情報ネットワーク
「京都デジタル疏水ネットワーク」の活用により、京都府内の企業、団体、機関等のネットワークを支援し、高速・
大容量の情報通信環境を提供
○ユビキタス特区の取組
高度通信機器（携帯端末）による多言語翻訳機能の活用実証等を通じた �� および観光に関連する新事業の育成

⑨貿易・海外市場への進出
日本貿易振興機構（ジェトロ）と連携し、国際ビジネスに関する相談、国際化セミナーを実施
⑩小売商業活性化
○商業者向け情報発信
情報誌「まいんど �����」の発行、空き店舗情報の提供

○「あきんど講座」等商店活性化セミナーの開催
○中心市街地商業活性化推進事業
○小売業新規開業者総合支援
新規開業希望者に、店舗や融資等の情報、専門家のアドバイスなど総合的にサポート

1.5.3.経営革新・企業連携・新事業の展開
①経営・事業計画
○京都府元気印中小企業認定制度による支援
京都府中小企業応援条例に基づく研究開発事業計画の認定等、企業の成長・発展を支援
○経営革新計画の相談・支援・調査
中小企業新事業活動促進法の経営革新計画承認申請の相談・調査、計画承認企業に対するフォローアップ支援
②経営品質向上プログラム
○経営品質オープンセミナー
経営品質向上の啓発セミナーを開催
○京都経営品質協議会の運営
京都発の「卓越した経営」の実現に向けて協議会を運営、「経営品質講座」を開催

③起業・創業
○起業家セミナー・アドバイザーの助言
創業を目指す人や創業後間もない起業家に基礎的・実践的なセミナーを開催、受講生を対象に事業計画や会社設立、
販路開拓などについてアドバイザーがフォロー
○事業可能性評価
高度な知識と経験を持つ学識経験者、企業実務経験者、専門家、行政機関で組織する事業可能性評価委員会がベン
チャー、新事業展開を目指す中小企業のビジネスプランを評価・支援
④企業連携
○企業連携
特色ある技術・ノウハウを有する企業の連携による新事業・新市場への進出を支援
○異業種交流会
「異業種京都まつり」としてテーブル交流会、講演、セミナーの開催により異業種交流を促進
○京都伝統産業協働バンク
京都の伝統産業に関する技術情報の発信や受注取引を行う �	
 サイトを開設し、新たな事業化や市場開拓を支援

⑤産学公連携
○企業と大学・研究機関とのコーディネート
企業のニーズと大学・研究機関のシーズを活かした新事業の創出を支援
○環境産業等産学公研究開発に取り組む企業への資金支援
産学公の強固な連携により高度な研究開発・実証実験等を推進するグループに資金の一部を支援

⑥試作産業推進
○試作産業プラットフォームの拡充
試作グループの結成等をはじめ、京都試作センター株式会社を中核とする、試作産業プラットフォームの拡充

⑦新産業育成・地域振興
○きょうと元気な地域づくり応援ファンド
果実運用型ファンド（50億円規模）を活用し、地域特産品・観光資源を活かした創業、商店街活性化や福祉・環境・
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子育て支援など地域力の再生を図る取組を支援
○きょうと農商工連携応援ファンド
果実運用型ファンド（25.2億円規模）を活用して、中小企業者と農林漁業者が連携して行う新たなビジネス等の取
組を支援
○地域資源活用
地域資源をして新商品開発等に取り組む中小企業の事業計画策定や各種施策の活用を支援
○ウェルネス産業の振興
○北部地域振興
「丹波・知恵ものづくりパーク」の施設・機器の活用や工業高校との連携により人材育成・確保を図るとともに、
機械金属や繊維関係企業の販路拡大、技術研修・開発の支援、産学公連携による地域資源を活かした新産業の創出
○南部地域振興
関西文化学術研究都市の先端的な機能集積をベースに新産業創出、ベンチャー支援、オンリーワン企業育成、新た
な産業立地を促進し、新しい産業クラスターを形成
⑧機器貸付
平成20年度に整備した30機種の試験・分析・測定・加工機械等を、技術改善・向上および試作開発等に取り組む企業
等へ貸付

1.6.決算の状況
最近３年間の正味財産増減状況の推移は、以下のとおりである。

【表1.6】正味財産増減状況の推移
（単位：千円）
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２ 管理体制について
財団法人京都産業21の役員の状況は、以下のとおりである。

【表２-１】役員の状況（敬称略）

財団法人京都産業21では、顧問・役員として京都を代表する首長や地方自治体の幹部クラス、企業の代表取締役会長・
社長・役員等が理事長・理事に名を連ねており、京都府の民間企業からの積極的な意見・提案等の提出が期待されてい
る。
平成19年度および平成20年度において開催された理事会の議事録および理事会における理事の発言要旨と回答状況に
ついて査閲を行った。理事の発言要旨と回答状況を見る限りにおいて、各理事からは率直な意見・提案等がなされてお
り、期待どおりの理事会が運営されているものと思われる。
また、平成19年度および平成20年度における理事会の開催状況および理事の出席状況は、以下のとおりである。
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【表２-２】理事会開催状況・理事の出席状況

上表のとおり、過去２年間の理事の理事会出席率は59％から75％であり、また、委任状提出理事を含めると100％の
状況であり、過半数出席での過半数決議が可能であり、問題のない範囲にある。
しかし、個別の理事の出席状況を見ると、２年間に一度しか出席していない理事が２名、一度も出席していない理事
が１名存在していることも事実である。
京都を代表する企業の社長等であり、忙しい状況であることは理解できるが、「京都府の民間企業からの積極的な意
見・提案等の提出が期待」されているのであれば、後述する公益法人制度改革への対応からも、可能な限り理事会に直
接出席可能な理事を選任する必要がある。

３ 会計上の問題点
3.1.決算書関連
現在、財団法人京都産業21においては、公益法人会計基準（平成16年改正基準）にしたがった決算書が作成されてい
る。平成20年度の決算書を査閲したところ、公益法人会計基準で求められているキャッシュ・フロー計算書が作成され
ていない、その他単純ミスと思われる間違いが散見された。
平成16年改正基準による公益法人会計基準の注解１によると「大規模公益法人は、貸借対照表、正味財産増減計算書
および財産目録に加えて、財務諸表の一つとしてキャッシュ・フロー計算書を作成しなければならない」とされている。
この場合の大規模法人とは、「前事業年度の財務諸表において資産の合計額が100億円以上若しくは負債の合計額が50億
円以上又は経常収益の合計額が10億円以上の公益法人」（公益法人会計基準の運用指針について 平成17年３月23日
公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）であり、また、同運用指針には「キャッシュ・フロー
計算書については新会計基準適用２年度目より作成するものとする」と記載されている。
財団法人京都産業21では、平成18年度より平成16年改正基準の公益法人会計基準を適用しており、その年度での経常
収益の合計額は1,802百万円であったために、平成19年度からキャッシュ・フロー計算書の作成が必要であったと考え
られる。
キャッシュ・フロー計算書未作成の原因は、公益法人会計基準（平成16年改正基準）の理解不足と考えられるため、
後述する公益法人制度改革への対応からも、早急に精通者の指導を受けることが望まれる。
なお、キャッシュ・フロー計算書については、「特例民法法人が新制度移行前に平成20年基準を採用する場合の指導
監督等について（通知）」（平成21年３月27日 府益担第75号）の趣旨から、大規模特例民法法人について、引き続き作
成を要することが望まれている、すなわち、公益法人改革による公益認定を受けるまでは、作成することが望まれてい
ることに留意が必要である。

3.2.貸倒引当金の設定不足
財団法人京都産業21は、全国中小企業設備貸与機関協会（現：全国中小企業取引振興協会）の債権管理規定を参考に、
財団の未収状況の実態に即して細分化した独自の基準「設備貸与事業に係る債権管理分類基準および貸倒引当金の引当
率」を設定している。
貸倒引当金の設定基準は、以下のとおりである。
「設備貸与事業に係る債権管理分類基準および貸倒引当金の引当率」
債権は、毎事業年度末を財団の基準日とし、債務者の経営状況などにより、次のとおり分類し管理を行い、貸倒引当
金は、この分類の引当率をもって行うこととする。
第１条 趣旨

債権の分類については、債権が、債務者の経営状況により千差万別であるあるため、画一的な分類を行う上で
必要となる取り扱いについて、次のとおり定めるものとする。
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注１）約定とおり返済が行われているものについては、直近２期分の決算書に基づき、返済が始まっていない新規案
件については、直近の決算書に基づくものとする。

注２）新規案件とは、残債のない先。
第２条 リピータの取り扱い

過去に貸与実績があり、貸与期間中に要注意先債権乃至実質破綻先債権に該当するケースがあった場合、当初
の分類は要注意先債権と格付けし、貸倒引当金率は20／100とする。
但し、過去に要注意先債権乃至実質破綻先債権に該当するケースがあった場合でもその完済から２年以上経
過しており、かつ、直近決算において債務超過・赤字・繰越欠損でない申込みについては、正常債権として取
り扱い、貸倒引当金率は４／100とする。

第３条 その他
①同一企業の複数の契約が同時に支払猶予の措置を取った場合、カウントは１とする。
②破綻懸念先債権の企業が、約定とおりの償還を２年以上した場合は、要注意先債権とする。

財団法人京都産業21の平成20年度決算書が上記債権分類および貸倒引当率に準拠しているかどうかの検証を行った。
財団法人京都産業21が作成した、貸与先別の貸倒引当金の計算資料と決算書を照合した。その結果は以下のとおりであ
った。

【表3.2】貸倒引当金設定表

財団法人作成の貸倒引当金の計算資料によると平成21年３月31日現在の貸倒引当金として設定すべき残高は231,103
千円であるのに対して、貸倒引当金残高と貸与事業円滑化引当金の合計額は210,141千円であった。差額20,962千円は
貸倒引当金の設定不足が発見された。
これに関して、京都産業21は「『設備貸与事業に係る債権管理分類基準および貸倒引当金の引当率（以下「基準」と
いう。）』は、民間企業の場合とは異なり、必要以上に資金を溜め込むことのないよう限度額として貸倒引当金の引当基
準を設定しているところである。具体的計上は、貸倒引当金の上限とし、収益の範囲内で計上しているところであり、
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このことは、（財）全国中小企業設備貸与機関協会の指導内容どおりであり、全国の中小企業支援機関でも同様の考え
方に基づき事務処理を行っている。京都府へも当然報告し、オープンにしているところである。」との回答であった。
この回答に関して、貸倒引当金は債権の回収可能性を見積もり、債権の返済不能予測額に対して設定されるものであ
る。つまり貸倒引当金は見積の性格を有する科目であるため、その見積額に恣意性が介入しないよう貸倒引当金計上基
準が必要とされるものである。換言すると、担当者によって債権の回収不能額の見積にばらつきが発生しないために設
定されるものである。その基準から算出された必要引当額を上限として実際の引当額を設定する、という考えは結局、
貸倒引当金の計上額に恣意性が介入する余地が生じ、客観性が担保されず、基準を設定する意味を失わせることとなる。
また、仮に百歩譲って、基準が上限額を定めたものとしても、京都産業21は基準によって算出される上限額と貸倒引
当金の実際計上額の差額を説明した資料を作成しておらず、また合理性のある説明は得られなかった。
結果として、貸倒引当金計算資料と貸倒引当金の実際計上額に乖離がある状況であり、この差異の合理性を検証でき
る体制が確保されていないことは内部管理体制に重要な欠陥がある。少なくとも、基準と異なる金額を計上した場合、
その差異金額（この場合は貸倒引当金不足金額）と差異内容がいかなる理由によるものかの説明資料を作成し、責任者
の決裁書を整備する等の内部管理体制は必要であったと考えられる。
また、収益の範囲内で貸倒引当金を計上するという考え方も認識誤りである。そもそも貸倒引当金は将来発生の可能
性の高い債権の回収不能による費用や損失に備えて計上されるべき勘定科目である。つまり収益とは無関係に債権の回
収可能性のみを検討して貸倒引当金計上額が算定されなければならないものである。
結果として財団法人京都産業21の貸倒引当金計上額は基準と比較して不足していたことになる。収支計算重視から損
益計算重視への転換が図られている新公益法人会計基準の観点からは会計的に、不合理とも言える貸倒引当金の設定で
あるし、貸倒引当金設定額の根拠資料の不足という面においても、財団法人京都産業21の会計管理体制は不備があると
言わざるを得ない状況である。
次に計算資料に記載されている個別案件が前記記載のとおり貸倒引当金が計上されているかの検証をサンプリングで
検証した。
破綻先に関しては、債権金額の100％貸倒引当金の計上を行っていたので、特に問題となるところはなかった。
さらに破綻懸念先債権と要注意先債権の貸倒引当金の十分性について検証を行った。サンプリングは任意に、破綻懸
念先および実質破綻先債権５案件と要注意先債権３件に対してサンプリングを実施した。
破綻懸念先および実質破綻先債権の５件のサンプリングの結果、４案件に関しては規定に準拠した貸倒引当金の計上
はなされていた。また、要注意先債権の３件に関しても特に問題は発見されなかった。
残りの破綻懸念先債権の１件においては、貸倒引当の設定が不足していると考えられる事項であった。
当該案件の延滞状況は次のとおりである。
１回目の支払猶予：平成19年７月から平成19年12月までの６ヶ月
２回目の支払猶予：平成21年から実施中
財団法人京都産業21は支払猶予の相談があると、その会社の財務状況をヒアリング等で調査し、支払猶予の実施を決
定すると原則６ヶ月間は猶予している（場合によっては12ヶ月におよぶということである）。上記の結果により、「６ヶ
月以上の支払措置を講じたことが２回以上あるもの」に該当すると考えられる。この場合規定では、実質破綻先債権の
分類がおこなわれ、残債権の70％の貸倒引当金の計上が必要とされている。しかし財団作成の貸倒引当金の計算書を見
ると、「６ヶ月以上の支払猶予の措置を講じたことが１回あるもの」に該当するとされ、破綻懸念先債権の区分に分類
し、残債権の50％の貸倒引当金しか計上されていない結果であった。
当該案件の債権額は、8,411,850円であるため、
貸倒引当金不足額は8,411,850円×（70％-50％）＝1,682,370円である。
この会社において、６ヶ月以上の支払猶予措置を講じた実績が１回となる。また２回目の支払猶予は平成21年２月か
らであるため、決算期（平成21年３月末）を基準に判断すると、２ヶ月間か経過していないため、６ヶ月未満の支払猶
予措置を講じたものが１回ということとなる。規定を見ると、６ヶ月以上の支払猶予措置と６ヶ月未満の支払猶予措置
の計２回の場合の対応は記載していない。そのため財団は破綻懸念先債権に債権分類をおこなったと推測される。
しかし、支払措置は原則６ヶ月間実施するということなので、財団が支払猶予を行うと判断しているのは平成21年２
月時点である。そのことから平成21年２月時点ですでに６ヶ月以上の支払猶予措置は行われたと考えるのが経済的実質
に合致すると考えられる。また、財団は決算を実施しているのは平成21年５月であり、このような場合、決算作業を行
っている時点の債権の回収状況を考慮するのが常道である。
確かに規定の文言が、実質破綻先に分類するかあるいは破綻懸念先に分類するのか不明確となっている側面は否めな
い。運用細則を整備する等して債権分類と貸倒引当金の設定率に関して明確化することが必要である。
その他の案件に関して、貸倒引当金の十分性という観点からは問題はなかった、しかし、監査時において、債務者の
直近の決算書の入手をしていなかったかあるいは監査時に決算書が提示されなかった案件が破綻懸念先で２件、要注意
先債権で１件と３件が資料の十分性が確保されない状況であった。サンプリング件数が７件であったことを考えると、
非常に高い割合で適切に資料の提示ができていない状況である。資料のファイリング方法を改善し、適切に資料が提示
可能な状況にすることが必要である。
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また、決算書の入手の全体的なチェックが欠けていると言えるため、今後は、債務者に関する決算書の入手状況の一
覧表を作成することが望まれる。一覧表を作成することにより、その入手状況の把握をはかり、決算書の入手漏を防ぐ
手立てを講じることが必要と考える。

４ 公益法人制度改革
4.1.公益法人制度改革への対応
民間非営利部門の活動の健全な発展を促進し民による公益増進に寄与するとともに、主務官庁の裁量権に基づく許可
の不明瞭性等の従来の公益法人制度の問題点を解決することを目的に、公益法人制度改革が行われている。
従来の公益法人には、公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人のいずれかに移行するという選択肢があるが、平
成20年12月１日の新制度施行後５年間は特段の手続きをとることなく従来と同様の法人（特例民法法人）として存続で
きる。ただし、平成25年11月末の移行期間終了までに移行申請を行わなかった場合には解散となるので注意が必要であ
る。
財団法人京都産業21が今後も継続して運営していくためには、５年以内に一般又は公益財団法人として認可又は認定
を受けることが不可欠となっており、この新公益法人への移行に関し、平成21年３月開催の財団理事会および運営会議
において、平成23年４月１日移行を目指したい旨の報告がなされている。

4.2.理事の理事会出席
新公益法人制度における理事は、その個人的な能力や資質に着目し、法人運営を委任されている者であり、自ら理事
会に出席し、議決権を行使することが求められている。また、理事会における協議と意見交換に参加していない者が、
その情報を知る前に、事前に書面投票等を行うことは、責任ある議決権の行使とはならないため、理事会が開催された
場合には、議決権の委任状による代理行使は認められていない。
先述したように、現在の財団法人京都産業21の理事の中には、直接出席していない理事が複数存在している。
新公益法人制度において、主務官庁制を廃止し、理事に法人運営のガバナンスを委ねていることを考えると、少なく
とも理事会に出席可能な理事に就任要請を行うことが求められる。

4.3.会計処理上の対応
公益社団法人および公益財団法人の認定等に関する法律第５条第２号では、公益認定のための公益性基準として「公
益目的事業を行うのに必要な経理的基礎および技術力を有するものであること」とあり、経理的基礎が求められている。
経理的基礎とは、①財政基盤の明確化、②経理処理、財産管理の適正性、③情報開示の適正性（公益認定等に関する運
用について（公益認定等ガイドライン） 内閣府公益認定等委員会）であり、法人の開示能力が求められている。また、
認定申請時の直前の決算書類は、収支相償等認定の基礎となる数値との整合が必要となるため、平成20年基準による公
益法人会計基準による決算書作成が望ましいとされている。
先述のように、平成16年改正基準の公益法人会計基準の理解が不十分な状態で、平成20年基準により決算書を作成す
ることには無理があるように思われるため、公益法人制度改革への対応の一つとして、早期に公益法人会計基準につい
ての精通者の指導を受ける必要がある。
上記「公益認定等ガイドライン」によると、情報開示の適正性について「外部監査を受けているか、そうでない場合
には費用および損失の額又は収益の額が１億円以上の法人については監事（２人以上の場合は少なくとも１名、以下同
じ）を公認会計士又は税理士が務めること、当該額が１億円未満の法人については営利又は非営利法人の経理事務をた
とえば５年以上従事した者等が監事を務めることが確認されれば、適切に情報開示が行われるものとして取り扱う」と
の記載があるため、外部監査を受けるか監事に公認会計士又は税理士に就任依頼を依頼することにより、「指導を受け
るとともに認定基準についてもクリアできる」ということも考えられる。

５ 支出事務
5.1.契約事務の推移
財団法人京都産業21における契約事務の過去３年間の推移は、以下のとおりである。
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【表5.1】財団法人京都産業21における契約事務の推移
（金額単位：円）
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